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• 未来の人材育成
• キャリアパスとして
位置付け

• 未来の人材育成
• キャリアパスとして
位置付け

後継者不足

• 社会起業家の育成

• マネジメント人材の
育成

• 専門人材の育成

• 社会起業家の育成

• マネジメント人材の
育成

• 専門人材の育成

事業展開を支える人材不足 • 専門的なノウハウを
持つ中間支援の育成

• ハンズオン支援

中小企業のソーシャル化中小企業のソーシャル化

潜在的なＳＢ事業者の存在

• ファンドレイザー育成

• 市民ファンドの育成

• ファンドレイザー育成

• 市民ファンドの育成

• 寄附者の情報アクセ
スの改善

• 寄附環境の改善
• 休眠口座の活用
• クラウド・ファン
ディング、ソー
シャル・インパク
ト・ボンド、ＣＩＣ

• 休眠口座の活用
• クラウド・ファン
ディング、ソー
シャル・インパク
ト・ボンド、ＣＩＣ

その他資金需要

• NPO法人会計基準の普及・改善
• 事業報告書の改善による経営体
制の見える化

一次情報の不十分な透明性

• 事業評価（社会的
認証、ＳＲＯＩ等）

• 事業評価（社会的
認証、ＳＲＯＩ等）

二次情報の不足

• データベース整備• データベース整備

一次情報の利便性の欠如

• 不動産の
遺贈促進
税制

事業展開能力
の不足

資金供給チャネルの不足

信頼性の低下

情報面資金面

人材面• 企業との人材交流
（プロボノ、出向）

• 学生インターン促進
• 専門人材派遣

• ＮＰＯバンクの支援
• 信金・信組等によ
る融資の拡大

融資性資金の不足

マネジメントと
セットで教育

• 中小企業支援施
策のＮＰＯへの拡
充（ex.信用保証）

寄
附
性
資
金
の
不
足

• 信金、ＮＰＯバン
ク、市民ファンド
連携の仕組み
への支援

• 事業計画
の策定

• 休眠法人、不
良法人等への
適切な対処

• 休眠法人、不
良法人等への
適切な対処

休眠法人等の存在

• 所轄庁による
適切な対応等

３つの課題の関係
（たたき台）



人材面の課題に関するWGのあり方について（たたき台）

○新しくＮＰＯ、ソーシャルビ
ジネスを立ち上げる社会起
業家の育成や既存のＮＰＯ
等へのコンサルティングを
担える支援団体の不足。

○新しくＮＰＯ、ソーシャルビ
ジネスを立ち上げる社会起
業家の育成や既存のＮＰＯ
等へのコンサルティングを
担える支援団体の不足。

主な課題 課題への対応のあり方

○恒常的に人材が不足。特に
マネジメントや事業展開に
関するノウハウを持った人
材が不足。

○恒常的に人材が不足。特に
マネジメントや事業展開に
関するノウハウを持った人
材が不足。

○就職先としての認知度が低
い。
○就職先としての認知度が低
い。

○中小企業など、潜在的に
ソーシャルビジネスを実施
する可能性がある団体、個
人が存在

○中小企業など、潜在的に
ソーシャルビジネスを実施
する可能性がある団体、個
人が存在

具体的な検討課題

○専門人材（会計、税務、法
務、マーケティング、資金調
達、広報等）の育成、派遣

○専門人材（会計、税務、法
務、マーケティング、資金調
達、広報等）の育成、派遣

○マネジメントやビジネスのノ
ウハウを持った人材（社会
起業家等）や中間支援組織
の育成・強化

○マネジメントやビジネスのノ
ウハウを持った人材（社会
起業家等）や中間支援組織
の育成・強化

○ＮＰＯ、ソーシャルビジネス
等をインターンシップの場と
して学生に提供

○ＮＰＯ、ソーシャルビジネス
等をインターンシップの場と
して学生に提供

○中小企業のソーシャル化支
援、地域公共人材の育成
○中小企業のソーシャル化支
援、地域公共人材の育成

○ＮＰＯ等の経験をキャリアパ
スとして評価する仕組づくり
○ＮＰＯ等の経験をキャリアパ
スとして評価する仕組づくり

○企業との人材交流（プロボ
ノ、出向）の促進
○企業との人材交流（プロボ
ノ、出向）の促進

 ニーズがある人材の把握

 効果的な専門人材育成の
手法

 企業のＮＰＯに人材を派遣
するインセンティブ

 より多くの人にプロボノとし
て活動してもらうための方
策

 専門性を持った中間支援
組織の効果的な育成・強
化策

 ＮＰＯ、ソーシャルビジネス
への学生インターン提供の
具体的な方策

 企業がＮＰＯでのキャリア
を評価するようになるため
の具体的な方策

 中小企業のソーシャル化
や地域公共人材の育成の
ための具体的な方策

事業展開を支える人材の不足

キャリアとしての認知度不足

潜在的なＳＢ事業者の存在



資金面の課題に関するWGのあり方について（たたき台）

○一部信用金庫等を除き、金
融機関から融資を受けるこ
とが困難

○一部信用金庫等を除き、金
融機関から融資を受けるこ
とが困難

主な課題

○寄附・会費を安定的に集め
るための資金調達のノウハ
ウを持つ人材が不足

○寄附・会費を安定的に集め
るための資金調達のノウハ
ウを持つ人材が不足

○資金調達の専門人材（ファ
ンドレイザー）の育成
○資金調達の専門人材（ファ
ンドレイザー）の育成

○寄附者の情報アクセスの改
善
○寄附者の情報アクセスの改
善

○ＮＰＯバンクへの支援○ＮＰＯバンクへの支援

○休眠預金、クラウド・ファン
ディング、ソーシャル・インパ
クト・ボンド、ＣＩＣの検討

○休眠預金、クラウド・ファン
ディング、ソーシャル・インパ
クト・ボンド、ＣＩＣの検討

○信用保証の適用、ＮＰＯ等
の事業計画策定支援等、信
用金庫、信用組合等の融資
拡大に向けた環境整備

○信用保証の適用、ＮＰＯ等
の事業計画策定支援等、信
用金庫、信用組合等の融資
拡大に向けた環境整備

○市民ファンドの育成○市民ファンドの育成

 資金調達の専門人材の効
果的な育成・活用方法

 市民ファンドの効果的なス
タートアップ支援の具体策

 社会的認証や事業評価な
どを民間が進めて行く上で、
必要なデータの把握

 地域の資金が地域のＮＰＯ
へ回るための、地方公共
団体の役割も含めた具体
的な方策

 ＮＰＯバンクへの支援の効
果的な方策

 事業計画策定等に対する
支援の効果的な方策

 信用金庫等の融資を拡大
するために効果的な方策

○新たな寄附拡大の取組とし
ての市民ファンドは、創設さ
れつつある段階

○新たな寄附拡大の取組とし
ての市民ファンドは、創設さ
れつつある段階

寄附性資金の不足

融資性資金の不足

○市民による融資資金で活動
しているＮＰＯバンクは発展
途上

○市民による融資資金で活動
しているＮＰＯバンクは発展
途上

○寄附者が使いやすい情報
が少ない
○寄附者が使いやすい情報
が少ない

○不動産の遺贈寄附の間接
使用が認められない。
○不動産の遺贈寄附の間接
使用が認められない。

○寄附に係る環境の改善○寄附に係る環境の改善

○信用金庫、ＮＰＯバンク、市
民ファンド連携の仕組みへ
の支援

○信用金庫、ＮＰＯバンク、市
民ファンド連携の仕組みへ
の支援

具体的な検討課題課題への対応のあり方



信頼面の課題に関するWGのあり方について（たたき台）

主な課題

○ＮＰＯ法人の採用している
会計基準にバラつきが見ら
れ、法人間の比較が困難

○ＮＰＯ法人の採用している
会計基準にバラつきが見ら
れ、法人間の比較が困難

○団体の規模別の対応方針
に沿って、ＮＰＯ法人会計
基準を普及促進

○団体の規模別の対応方針
に沿って、ＮＰＯ法人会計
基準を普及促進

○内閣府ＮＰＯ法人ポータル
サイトのデータベースを可能
な範囲で民間と共有する仕
組みを構築

○内閣府ＮＰＯ法人ポータル
サイトのデータベースを可能
な範囲で民間と共有する仕
組みを構築

○民間によるＮＰＯ等の評価に
係る取組を促進
○民間によるＮＰＯ等の評価に
係る取組を促進

○事業報告書に寄附者の求
めている情報が不足
○事業報告書に寄附者の求
めている情報が不足

一次情報の不十分な透明性

二次情報の不足

○ＮＰＯ等の活動を寄附者に
わかりやすく届ける評価や
発信の仕組みが不足

○ＮＰＯ等の活動を寄附者に
わかりやすく届ける評価や
発信の仕組みが不足

○ＮＰＯ法人ポータルサイトの
情報は寄附者や評価者に
とって利便性が不十分

○ＮＰＯ法人ポータルサイトの
情報は寄附者や評価者に
とって利便性が不十分

一次情報の利便性の問題

 ＮＰＯ法人会計基準の普及
の障害の把握

 経営体制、事業実施体制
の他、事業報告書へ記載
すべき事項

 改訂した方がよい各種様
式（事業報告書以外）。ガ
バナンスを効かせるため
の具体策

 データベースの共有化に
当たっての具体的検討事
項の把握（各法人のニーズ、
所轄庁の対応の可否、セ
キュリティの観点等）

 社会的認証の取組や、エ
クセレントＮＰＯによる評価
等の取組の全体像の整理

 休眠法人等の自主解散を
促す仕組み等

○事業報告書の改善により
経営体制・事業実施体制の
見える化を図る

○事業報告書の改善により
経営体制・事業実施体制の
見える化を図る

具体的な検討課題課題への対応のあり方

○ＮＰＯ等が登録を求められ
るデータベース等が多く、
重複作業による作業コスト
が相当程度発生

○ＮＰＯ等が登録を求められ
るデータベース等が多く、
重複作業による作業コスト
が相当程度発生

ＮＰＯの信頼を毀損する団体

○休眠法人等が真面目な法
人の信頼まで毀損
○休眠法人等が真面目な法
人の信頼まで毀損

○休眠法人等に対して整理を
含め、適切に対処できるよう
環境整備

○休眠法人等に対して整理を
含め、適切に対処できるよう
環境整備

○申請書、報告書、活動予算
書をガバナンスが効く様式
に改善

○申請書、報告書、活動予算
書をガバナンスが効く様式
に改善


